
 

国土強靱化 民間の取組事例 070   顧客を守る 

顧客を守る！ ▶顧客の生活を支える 12 レジリエンスに特化した商品やサービスをつくる 

070 
社内で「 レジリエンスリーダー」を育成し、強靱化への
取組を全国へ発信 

取組主体【掲載年】 法人番号 事業者の種類【業種】 実施地域 

ユアサ商事株式会社 
【平成 27年】 

5010001034958 その他防災関連事業者 
【卸売業，小売業】 

東京都 

 取組の概要 

  社内レジリエンスリーダー」を選抜 

 ユアサ商事株式会社では、平成 25 年 11 月より

全社グループ社員約 1,500 名の中から 33 名の

「社内レジリエンスリーダー」を選抜し、専門資

格  防災士  防災の意識  知識  技能を有するも

のとしてNPO法人日本防災士機構が認定する資

格）を持ち、国土強靱化に対する知識  スルルの

高い人材育成を継続中である。 平成 28 年 4 月

現在 82名） 

 また、同社では、「スマート＆レジリエンス」を

テーマとしたプライベート展示会を全国 5カ所で、それぞれ開催し、計約 6万人超の来場者に

対し、国土強靱化に関する周知活動を行うなど、防災や安全に訴求することでビジネス チャン

スを拡げる取組を続けている。 

 取組の特徴（特色、はじめたきっかけ、狙い、工夫した点、苦労した点） 

 レジリエンスリーダーは防災士の資格を取得している 

 「社内レジリエンスリーダー」は防災士の資格を有し、大規模地

震対応模擬訓練を実施している。 

 「社内レジリエンスリーダー」の研修プログラムは、前例がない

ため有識者  東京工業大学金谷年展特任教授）に、今までの 「防

災」と 「レジリエンス」の概念の違い等についてアドバイスをい

ただきながら自社で作成した。実際の研修においては同氏を含め

外部の有識者に講義を依頼した。内容は、「BCP模擬訓練」や 「フ

ァーストエイドの救急法セミナー」等、実際の災害発生を想定し、

いざというときに役立つプログラムを重視している。 

 レジリエンスリーダーは、レジリエンス商品やサービスの開発活

動、産業界  自治体に向けた強靱化に関する情報発信を担ってい

る。例えば、持ち運び可能なリチウムイオン蓄電池 「ユアサモバイルエナジー」はレジリエンス

リーダーが開発した。新モデルとして太陽光発電のモジュールにも接続可能となっており、昼

▲レジリエンスリーダーによる 
大規模地震対応模擬訓練 

▲持ち運び可能な 
リチウムイオン蓄電池 
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間 夜間を選ばない。また発電場所と電気の使用場所が同一でなくても良いという点で強靱化

に資するものとなっており、同社は自社の防災備蓄倉庫でも設置し、使用している。 

 同社が国土強靱化対応分野での先進事例をつくることで、工場分野、住環境分野、建築  インフ

ラ分野に亘る同社取引先 仕入先約6,000 社、販売先約20,000 社、専門商社として業界最大

規模）に対し、産業界での「国土強靱化」への取組を促すことを狙いとしている。 

 

 国土強靱化」の周知活動を実施 

 同社が主催する展示会 「グランドフェア」において、

「光 電気」「水」「トイレ」「備蓄品」等の有事の

インフラ供給システムのモデル展示を行ない、産業

界や自治体に対する周知を行っている。 

 産業界への国土強靱化の普及  展開に向けて、平成

26年 5月に同社の仕入先メーカーの経営者が集ま

る会合 約 400 名が参加）に古屋圭司前国土強靱

化担当大臣を招き、特別講演会を実施した。 

 

自社の強靱化の取組 

 平成26年 6月には旧本社ビル別館において、災害時の社員や地域住民の 「水」の確保を目的と

した「井戸の設置」を行った。また、平成 26 年 8 月には事業継続性の強化を目的として 288

年ぶりに「本社移転」を行った。 

 昭和50年に竣工した本社ビル  東京都中央区）は旧耐震基準であったため、耐震や事業継続性

の観点から移転を決定し、平成 26 年 8 月に制震構造、無停電対応等の高い防災機能を備えた

ビル 東京都千代田区）に移転した。 

 井戸は、独自に井戸用浄水装置を開発して設置を行った。見学会等を通じて、取引先や地域に向

けたショーケースとして活用した。 

 

 防災・減災以外の効果 

  国土強靱化」でビジネスを拡げる 

 防災  レジリエンス商品を扱うメーカーとの接点が増えたこと、世の中全体の流れとして防災  

レジリエンスへの取組が増えつつあることから、一年間で防災 減災 BCP に関連する商品の

取扱いが約 70種類から約 300 種類に増えた。 

 同社の国土強靱化への取組内容が地域の防災協会や取引先に周知され、国土強靱化をテーマに

した講演会やレジリエンス関連の展示会開催の要望を受けるようになった。同社では今後も社

内レジリエンスリーダーの育成等により、産業界  自治体への情報発信に注力する予定である。 

▲防災 減災に関する商品と情報を 
集結させた展示会を開催 
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 周囲の声 

  震災前に宮古市内の 8～10 地区に倉庫を設置する計画があり予算も取っていたが、震災後に

NPO 法人から子どもたちのためにと 1 億円の寄付を頂き、最終的には 38 箇所への防災倉庫設

置に至った。同社の倉庫は中越地震を機に開発されたと聞いており、風や大雪にも強いことか

ら導入に至った。平時からの備えが安心感につながっている。 地方公共団体） 

 


